
 

 

名古屋市交通局に対する業務監査の実施結果 

項  目 主な取組み状況等 所  見 所見に対する回答 

１．ＳＦカードの導入状況

及びＩＣカードの検討

状況 

・名古屋市交通局（以下「名古屋

市交」という。）においては、平

成元年９月に「回数券カード」

を、平成１０年５月にＳＦカー

ド「ユリカ」を導入している。

  また、平成１５年３月にＳＦ

カードにより、名古屋鉄道株式

会社（以下「名鉄」という。）等

と共通利用できるシステムを導

入している。 

・ＩＣカードの検討状況について

は、「運賃システム開発室」の組

織を設置し、検討を行っている

ところである。 

・公共交通機関へのＩＣカードの

導入は、利用者にとって利便性

が向上するとともに、改札口の

混雑緩和にも資するものである

ことから、今後も積極的に検討

を行う必要がある。 

・さらに、ＩＣカードの導入につ

いては、他の鉄道事業者との間

でも利用可能となるよう、相互

利用化・共通化に向けての検討

も合わせて行う必要がある。 

・現在、ＩＣカードの持つ機能、他

地域の導入状況について調査検

討を行っているところですが、今

後におきましても、導入に向け積

極的に検討を行ってまいります。 

 

・ＩＣカードの導入につきまして

は、鉄道・バスを含め名鉄等他の

事業者間との共通利用・相互利用

に向けて、この地域における公共

交通の役割と利用の実態等を踏

まえた検討を進めてまいります。 

 

２．運賃表の誤表示等に係

る対応 

・運賃表の作成及び駅務機器の改

修等の作業マニュアルを作成

し、関係者に対して周知徹底を

図り、運賃表の誤表示等の再発

防止に取り組んでいる。 

・ 運賃・料金の正確な収受は、運

賃制度を適正に運用するため

の基本的事項であり、今後と

も、関係職員への教育指導の徹

底等により厳正な取扱いを行

うよう万全の対応が必要であ

る。 

・ また、開業等に伴う駅務機器の

改修、運賃表の変更等に際して

は、駅務機器製造業者による試

験・確認作業だけではなく、輸

送サービスを提供する鉄道事

業者たる名古屋市交自らが責

任と自覚をもって誤表示等の

生じないよう十分に試験・確認

作業を行う必要がある。 

 

・運賃、料金の収受につきましては

関係法令や高速電車乗車料条例

を始めとする関係規定に基づい

て、厳正な取扱いを行うよう職員

への教育指導を徹底してまいり

ます。 

 

・名古屋大学・新瑞橋間の開業及び

名古屋鉄道空港線の開業に際し

ては、平成１６年２月に改正した

「運賃表の誤表示等に関する防

止・対応マニュアル」に基づき、

鉄道事業者として駅務機器の改

修、運賃表の変更に関する試験・

確認作業に積極的に関与する等、

運賃表誤表示等の再発防止策を

着実に実施いたしました。 



 

 

３．利用者への情報提供 ・利用者に対して「財務等に関す

る情報提供」、「地下鉄の運賃に

係る情報提供」、「安全、サービ

スに関する情報提供」を広報誌

及びホームページ等を通じて行

っている。 

・ホームページ等を活用し、列車

の運行案内を含むリアルタイム

な情報を適切かつ適確に利用者

に対して提供することを更に工

夫し、進めることが望まれる。

・平成１６年１０月、リアルタイム

な市バス接近情報の配信サービ

スを開始いたしました｡今後にお

きましては、最適経路選択システ

ムとして、お客様が目的地までど

のような経路で市バス・地下鉄を

ご利用いただくのが良いのかを

お知らせするシステムについて、

調査・研究を進めてまいりたいと

考えております。 

４．旅客案内サービスの充

実 

・昭和６３年に「市交通局統一サ

インマニュアル」を定め同マニ

ュアルに基づき案内表示を整備

している。（同マニュアルは平成

１３年の「公共交通機関旅客施

設の移動円滑化整備ガイドライ

ン（国土交通省）」に基づいたピ

クトグラム等にも対応） 

・通常の案内表示以外に障害者用

案内表示（車椅子利用者に対す

るルート表示）や愛知万博の開

催のため、全駅において多言語

化（英語、中国語、韓国語及び

ポルトガル語）等にも取り組ん

でいる。 

・名古屋市交が取り組んでいるも

のとして、特に車いす利用者や

視覚障害者等に対する案内とし

て、エレベーターによるワンル

ート確保が行われた駅につい

て、駅の出入口付近に障害者用

の案内表示の整備や交差駅等構

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

造の複雑な駅での音声による駅

構内の案内表示を行う等、障害

を持つ利用者に対する案内情報

の提供に関して、創意工夫を行

っていた。 

・現地監査では、久屋大通駅にお

いて、桜通線（島式ホーム）か

ら名城線（相対式ホーム）への

乗換客が、行き先の反対ホーム

に出てしまい駅員に移動方法等

を尋ねている姿が見受けられ

た。 

 

 

 

 

 

・健全化計画では駅係員の削減が

予定されていることもあり、乗

換駅等のエレベーター、エスカ

レーター乗車口等は、特に、利

用者から見て容易に判別しやす

い案内表示の工夫をする余地が

あると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

・今後の課題としては、他の鉄道

事業者への乗継案内の充実やタ

ーミナル駅における案内表示の

共通化に向けての調整を進める

必要がある。 

 

 

 

 

 

・容易に判別しやすい案内表示の工

夫につきましては、名城線環状化

に際して、より判別しやすい工夫

をいたしました。今後も、お客様

のご意見も参考にし、より判別し

やすい案内表示の整備に向けて

工夫してまいります。なお、現地

監査において、ご指摘のありまし

た久屋大通駅につきましても、乗

換案内の改修を行った結果、分か

りやすくなったと効果を確認し

ております。 

 

・名古屋駅、金山駅など他鉄道との

接続駅におきましては、他の事業

者や関係団体等と調整をし、案内

の連続性を確保できるよう「愛・

地球博」の開催に向けて整備を進

めております。また、案内表示の

共通化につきましては、引き続き

調整してまいります。 

５．バリアフリー化の取組

み 

・平成２２年の目標年次に向けて

順次計画的にバリアフリー化を

進めていくことが重要である

が、名古屋市交においては、平

成１８年度までのバリアフリー

化計画を策定して計画的に整備

を進めることとしている。 

同計画においては、平成１５

・今後平成２２年の目標年次に向

けて整備を進める上で、主にエ

レベーター設置のための用地の

確保等が課題として上げられて

いるが、その他駅隣接施設のエ

レベーター利用によりワンルー

トが確保されている駅について

も利用時間が限られている等、

・用地などの課題解決は容易ではあ

りませんが、引き続き用地確保に

取り組んでまいります。また、隣

接施設のエレベーターの利用時

間についても地下鉄営業時間中

の利用が可能となるよう、隣接施

設側と調整を続けるとともに、他

のルートの整備についても検討



 

 

年度末での段差解消率５０％を

平成１８年度末までに段差解消

率７５％とすることとしてい

る。 

また、平成１５年度末で視覚

障害者用誘導ブロックは 100％、

車いす使用者対応トイレの整備

は 75％となっている。 

利用しにくいケースも存在する

ことから、利用者に利用しやす

い施設整備を進めることが重要

と考える。 

・バリアフリーの取組については、

施設整備に限らず、ソフト面で

の対応の必要性を勘案し、今後、

更に社員教育の充実を図ること

も必要である。 

してまいります。 

 

 

 

・バリアフリーに係るソフト面の対

応につきましては、交通弱者対策

として、職員採用時や助役昇任時

に研修を実施するとともに、職制

に対しても実施研修を実施して

いるところですが、今後も引き続

き各所属（現場）における実地研

修等も含めて、職員教育の充実に

努めてまいります。 

６．乗継円滑化のための措

置・調整 

（１）連絡運輸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・乗継割引は、名鉄等との間で実

施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・他の鉄道事業者や他の輸送モー

ドとの間を乗り継ぐ場合におけ

る運賃の割高感の是正を図るた

めの方策についてさらに検討す

る必要がある。 

 

 

・名鉄との連絡運輸は行われてい

るが、ＪＲ東海との間において

は、連絡運輸は締結されていな

い。名古屋駅や金山駅などのタ

ーミナル駅やそれ以外の乗換駅

（千種駅等）においても多数の

利用者が乗換を実施しているこ

とから、今後ともＪＲ東海との

連絡運輸の実施について引き続

き検討を進められたい。 

・名古屋市交においても、藤が丘

駅における滞留旅客対策を真剣

 

 

・平成 16 年 10 月より名古屋臨海高

速鉄道㈱と割引連絡定期券及び

トランパスカードによる乗継割

引を行いました。他の交通事業者

との乗継割引等については、今

後、その可能性を検討してまいり

ます。 

・他の鉄道事業者との連絡運輸につ

きましては、ＩＣカード導入に係

る検討とあわせて、可能性を検討

してまいります。 

 

 

 

 

 

 

・藤が丘駅滞留対策を始めとして、

乗客の安全輸送につきましては、



 

 

（２）国際博覧会の開催に

伴う輸送対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）健全化計画に伴うダ

イヤ改正 

・博覧会協会は、来場者が快適・

安全に博覧会会場に迎えるため

の方策を検討する輸送対策協議

会（中部運輸局、警察庁、関係

自治体及び名古屋市交を含む関

係輸送事業者が参画）を立ち上

げ、 

① 来場者の輸送を分散させる

ための対策 

② 多客日における東部丘陵線

の輸送力の増強及び来場者

の滞留場所の確保と整理 

③ 東部丘陵線の異常時対策等

の滞留対策 

を現在検討中である。 

 

・ 健全化計画において、利用者の

利便性を図るため、名古屋市交

の全線の終着駅において、終着

時刻を２４時３０分に統一す

ることとしている。また、利用

実態を踏まえた運転間隔とす

るため平成１５年３月２７日、

平成１６年１０月６日の２回

のダイヤ改正により、平日で２

１４本、土休日で３７２本の減

便を実施することとなるが、市

民には健全化計画（案）に対す

るアンケート調査を行うとと

もに、名古屋市交広報誌での情

報提供、名古屋市交ホームペー

ジへの掲載等により、情報提供

を行っている。 

 

に検討することが必要であり、

博覧会会場への輸送対策につい

て、万全を期すことが望まれる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも、ダイヤ改正について

は利用実態を踏まえて行い、利

用者に対するダイヤ改正（特に

減便）の公表は余裕を持って行

うことが重要と考える。 

国際博覧会協会、関係鉄道事業

者、中部運輸局等関係機関等と緊

密に連携を図り、万全な体制で臨

んでまいります。当局におきまし

ては、藤が丘駅にお客様が集中し

ないための広報や、藤が丘駅等へ

の職員増員による体制強化を行

うともに、滞留が予測される日に

は博覧会会場行きの臨時バスの

運行を行い、滞留緩和を図るなど

の対策を行います。 

 

 

 

 

 

・ ダイヤ改正につきましては、今

後も利用実態を踏まえ、適正な

ダイヤ調整に努めてまいりま

す。また、ダイヤ改正の公表に

つきましては、平成１６年１０

月６日、名古屋大学・新瑞橋間

の開業に伴うダイヤ改正に際し

て、駅改札口付近において、従

来より早めの９月１６日からポ

ケット時刻表を配布して、積極

的な広報活動を行いました。今

後とも早めの広報活動に努めて

まいります。 

 



 

 

７．輸送障害時の旅客対応

及び災害対応等危機管

理 

・名古屋市交は、輸送障害が発生

した場合の対応として「輸送障

害発生時の情報伝達マニュア

ル」、「高速電車相互振替輸送取

扱規程」、「運転指令室初動マニ

ュアル」等を定め、運転再開、

お客様に対する情報提供等は運

転指令により一元的に行ってい

る。 

・また、火災、有毒ガス発生時等

に対する対応等及び危機管理に

対応する「名古屋市交通局初動

マニュアル」を定めている。さ

らに、東南海・南海地震、東海

地震対策として「名古屋市営地

下鉄東南海・南海地震防災対策

計画」、「名古屋市営地下鉄防災

応急計画」を策定し、津波から

の円滑な避難に関する対策を規

定している。 

・職員に対する研修は定期的に行

われているが、今後とも研修を

継続して行うとともに、職員が

マニュアルを熟知することが望

まれる。 

・事故や車両故障に伴う輸送障害時

及び地下浸水や大規模地震等を

始めとする災害発生時におきま

しては、予め定めた初動マニュア

ル等により、迅速、的確に対応で

きるよう職員教育や訓練を実施

しているところですが、今後も職

員に対する研修を継続的に実施

し、初動マニュアルの熟知と初動

態勢の体得に努めてまいります。 

８．業務の効率化等 ・名古屋市交は、業務の効率化等

により職員定数の削減に努めて

きており、平成５年度の３，２

５１名を桜通線、４号線の開業

による増員を含め平成１７年度

には２，７５０名まで削減を予

定している。また、職員の削減

に伴い、駅務業務、運転業務等

の補完として嘱託職員を積極的

に採用しており、平成元年度に

２４名を採用したのをはじめと

して、１７年度には３３０名程

度の在籍を予定している。 

・なお、（社）名古屋市交通局協力

・名古屋市交として、職員に対す

る研修及び同等の研修を嘱託職

員並びに業務委託先職員に対し

引き続き行い、名古屋市交職員、

嘱託職員及び業務委託先職員

が、お客様に対し、名古屋市交

の業務を行っている自覚を持っ

て対応するよう指導する必要が

ある。 

・嘱託職員につきまして、採用にあ

たり、それまでの勤務経験や職務

状況等について面接した上で、名

古屋市交通局職員として引き続

き十分にお客様への対応ができ

る職員を採用することとしてお

ります。 

業務委託先の職員につきまし

ては、交通局としては、直接研修

は実施しておりませんが、特にお

客様と接する職場については、依

頼により当局職員を研修講師と

して派遣して研修を行っており

ます。また、委託先におきまして



 

 

会に定期券販売等の業務委託を

行っている。 

も、当局出身の研修経験豊富な者

が、職員に対して、名古屋市交の

業務を行っている自覚を持って、

お客様に対応すべく研修・指導を

引き続き実施してまいります。 

９．利用者からの意見等へ

の対応 

・名古屋市交に対する意見等は市

民相談室、市のホームページ、

名古屋市交のホームページ及び

駅に設置している「お気づき箱」

等に寄せられている。 

・名古屋市交は、寄せられた意見

等を経営資源として、地下鉄事

業に活かし、利用促進を図るた

め、交通局長を委員長とする「お

客様のご意見検討委員会」を開

催し、意見等の集約・分析、意

見等に対する措置及びその他関

連する事項を処理している。 

・また、広報室が中心となってお

客様に回答するとともに職員に

周知等を行っている。 

・平成１５年度から５００人にモ

ニターを委嘱し、年３回程度、

テーマを定めてインターネット

を利用したアンケート調査を実

施するとともに、この調査を分

析し、必要な措置を行っている。

 

・今後とも、お客様からのご意見

並びにアンケート調査に対する

モニターの意見等については真

摯に受け止め、利用者利便等の

向上、利用促進策の検討等を継

続的に行うことが重要と考え

る。 

・今後とも、「お客様のご意見検討

委員会」を中心に、お客様から寄

せられるご意見を経営資源とし

て、市営交通事業の運営に生かし

てまいります。 



 

 

10．その他のサービス等 

（１）企画乗車券 

 

・企画乗車券としては、コンサー

トへの招待の抽選券付きの「ユ

リカ」カード等を発売しており、

ホームページ掲載、駅貼りポス

ター等により旅客への案内、発

売に努めている。 

 

・近年、訪日外国人観光客数の倍

増を目標として、政府・自治体・

民間企業等が官民一体となって

様々な取組みを行っているとこ

ろであり、また、平成１７年３

月から９月までの間、愛知万博

が開催される予定であることか

ら、名古屋市交においても、必

要に応じて他の鉄道事業者や交

通事業者等の関係者と協力しつ

つ、外国人観光客を対象とした

企画乗車券の発売等について検

討を行う必要がある。 

 

 

・トランパスの利用範囲をリニモに

拡大することで、１枚のカードで

の地下鉄・リニモによる万博アク

セスを可能にします。 

 

・トランパスの購入方法、使用方法、

万博会場へのアクセスルートな

どを案内した多言語パンフレッ

ト（英語、ハングル、中国語、ポ

ルトガル語）を地下鉄駅、宿泊ホ

テル等で配布します。 

（２）身体障害者補助犬

（介助犬）への対応 

・名古屋市交は、平成１４年１０

月１日の身体障害者補助犬法

（以下「補助犬法」という。）の

施行に伴い、「身体障害者補助犬

のバス・地下鉄への乗車取扱要

領（平成１４年１０月１日」）を

定め、身体障害者の地下鉄利用

に対する身体障害者補助犬（以

下「補助犬」という。）の同伴に

対応するとともに、補助犬の地

下鉄乗車訓練及び認定試験に協

力することとしており、平成１

５年１０月５日に行われた介助

犬の認定試験に対し、地下鉄（名

古屋駅～栄駅間）及び名古屋市

営バス（栄バスターミナル～笹

島間）の乗車試験に協力した。

・今後、「社会福祉法人名古屋市総

合リハビリテーション事業団」

が認定業務を始めることによ

り、名古屋市交に対し乗車訓練

及び認定試験の協力依頼が増加

することが見込まれることか

ら、名古屋市交として、乗車訓

練及び認定試験に対する積極的

な協力が望まれる。 

・身体障害者補助犬の乗車訓練や認

定試験について、既に平成１５年

度から協力をしているところで

すが、平成１６年度についても９

月には聴導犬の認定試験におけ

る立会い等について協力いたし

ました。 

今後とも身体障害者補助犬法

に基づく介助犬等の乗車訓練及

び認定試験に係る公共交通機関

の利用に際しては、積極的に協力

してまいります。 

 



 

 

（３）暴力行為、迷惑行為

への対応  
 
 
 
 
 

・名古屋市交は、警察の協力を得

て毎年２回「暴力、痴漢、破壊

防止のキャンペーン」を実施し

ている。 

・平成 13 年度の犯罪発生件数は

63 件、14 年度は 49 件、15 年度

は 45 件となっており、犯罪件数

は年々減少している。また、駅

職員に対する暴力行為も年数件

発生している。 

・今後とも、キャンペーン等の実

施により、暴力行為等の縮減に

努めるとともに、暴力行為等は

犯罪であることから、事業者が

加害者に対し毅然とした対応を

することにより、犯罪発生の縮

減に努めることが求められてい

る。 

 

・痴漢等の犯罪防止対策といたしま

しては、駅構内の巡視、車内監視

の強化を始め、ラッシュ時間帯を

中心としたホーム及び車内での

放送や駅構内への痴漢防止ポス

ターの掲示による啓発活動を実

施するとともに、鉄道警察隊を始

めとした警察との密接な連携を

図っているところであります。 

今後とも、引き続き犯罪の防止

に取り組むとともに暴力行為等

に対しては、安全確保を第一とし

て、加害者に対し、毅然とした態

度で適切に対応するよう努めて

まいります。 

 


